
令和元年度　事務事業評価表 〈令和２年度 評価実施〉 千歳市

◎基本情報

◎事業概要（ＰＬＡＮ）

◎実施結果（ＤＯ） 令和２年度は見込値

↓　活動単位当たりのコスト算出指標（１つ選択）

○ 1

2

3

千円

6.0 ％

活動単位当たりのコスト （H/活動実績） （J） 932.1 956.3 977.3

人件費率 （F/H） （Ｉ） 11.0 9.6

人

総事業費 （B+F） （H） 13982 16257 15,636 千円

職員数（関与割合） （G） 0.21 0.21 0.13

人件費 （F） 1542 1563 938

0

一般財源 （E） 6940 7458 7,903

その他 （D） 5500 7236 6,795

14,698 14,698

千円

事業費　決算 （C+D+E） （B） 12440 14694 14,698

公営企業 事業費　予算 （A） 12440 14694

財
源
内
訳

国道支出金 （C） 0 0

100

％

予算事業名称 コスト分析 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

計算式
指標の説明

入居戸数/全戸

目標達成率（実績／目標） 95.9 100.0 100.0

20 22 人

成果
指標

対象に
どのような
効果が
あったか
示す指標

　
本来の
指標 医師の充足率

目標 100 100

活動
指標

実施した
事業の
活動量を
示す指標

医師事務作業補助者数（診療科拡大・増
員）

実績 18 20

100 100

％○
代替
指標 借上げた医師住宅の入居率

実績 95.9 100

17 戸

広告・人材バンク等による医師確保数（大
学医局を除く）

実績 3 3 2 3 人

借り上げている医師住宅の戸数 実績 15 17 16

指標名
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

事業
内容

目的を達成するた
め、手段としてどのよ
うな活動を行っている
のか

　全国的な医師不足の中、医師を安定的に確保することは地域の基幹病院と
して医療体制を維持する上で重要である。このため、当院では、医師派遣を受
けている医育大学医局に対し、派遣継続や派遣医師の増員を継続的に要請し
ているほか、ホームページや雑誌広告による公募、民間事業者の人材バンク
などを活用し、医師の確保・増員に取り組んでいる。 また、医師の給与及び勤
務条件のみならず居住環境の充実を図るとともに、医師の救急対応や通勤負
担の軽減を図るため、市民病院から半径１．２㎞以内の場所に民間企業が整
備した医師住宅を維持管理を含めて全戸借上げている。このほか、医師の負
担軽減を図るため、医師事務作業補助者の採用等を行っている。

事業
目的

<対象>
誰（何）を対象にして
いるか

医師

細事業

医師確保対策事業

<意図>
対象をどのような状態
にしたい（目指す）
のか

医師の安定確保と定着化に努め、地域基幹病院としての医療体制の充実を図
る。

（総合代表） 0123-24-3000 内線 8300

評価者 総務課長　小島　一則 （直通番号） ※※

実施根拠 実施の根拠法令・条例等の名称 その他

事業担当 病院事務局総務課総務係 連
絡
先

e-mail byoinsomu@city.chitose.lg.jp

電話番号

第６期総合計画
への位置付け

まちづくりの基本目標 展開方針 施　　策

あったかみのある地域福祉のまち 医療の充実 地域基幹病院としての医療体制の充実

事業番号 103106

事業名 医師確保対策事業
事業期間 H23～H43

事業の種類 自主事業

医師確保対策事業



◎項目別評価（ＣＨＥＣＫ）

◎今後の方向性（ＡＣＴＩＯＮ）

◎二次評価

◎関連

市長公約

二次評価
コメント

※この欄は、評価委員会による二次評価欄なので、担当課では記載しないでください。

実施計画
重点施策

今後の
方向性

１. 現状のまま継続 ２. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了

　―１. 拡大 ―２. 縮小 ―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

今後の
改善案等

実施予定時期 改善の対象となる項目（細事業等）

・改善（または休止・廃止）
する理由は何か
・どのように改善するのか

―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

↓「現状のまま継続」の場合は、本事業により得られる事業効果を以下の欄に記入してください。

事業効果
医師が確保できれば、市民に質の高い医療の提供が可能となる。また、市内に医師住宅を確保することにより、札幌などに自
宅のある医師への配慮として、病棟管理におけるオンコール対応などが容易となり、医師にとって魅力的な福利厚生である。

↓「見直して継続」・「休止・廃止」の場合は以下の欄に記入してください。

前年の
二次評価
コメント

改善
内容
→

総合評価
現状と
課題

医師の確保に特効薬はなく、地道な活動を継続することにより実を結ぶことが経験上わかっていることから、今後もこれまでと
同様積極的かつ地道な活動を続けていく。

今後の
方向性

1. 現状のまま継続 2. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了
1

　―１. 拡大 ―２. 縮小

C評点の場
合、その理
由・原因

手段の
妥当性

事業目的を達成するために
実施している細事業につい
て、類似事業はないか

A 類似事業はない又は人件費事業である

AB 類似事業を含むが、統合・移管するには十分検証する必要がある

C 類似事業を含み、部分的に統合・移管が可能である

D 統合・移管すべき事業を含む

当年度からの新規事業

有効性
事業目的を達成できている
か（目標達成率）

A 95％以上達成できている

AB 70から95％達成できている

C 70％未満の達成率である

効率性
作業手順の見直しにより、
業務改善が図られているか
（活動単位当たりのコスト）

A コストは削減傾向にある

BB コストに大きな変動はない

C コストは増加傾向にある

－

－ 目標達成率が算出できない

BB 事業費に大きな変動はない

C 事業費は増加傾向にある

－ 当年度からの新規事業

特定の個人又は集団に提供されるが、選択可能なもの
Ⅴ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

経済性
実施方法の変更などにより
事業費の削減が図られてい
るか(総事業費）

A 事業費は削減傾向にある

企業や市民団体等による実施が妥当な事業

対象者の範囲

Ⅰ 大多数の市民に提供され、市民生活に必要不可欠なもの

Ⅱ
Ⅱ 大多数の市民に提供されるが、選択可能なもの
Ⅲ 特定の個人又は集団に提供され、市民生活に必要不可欠なもの
Ⅳ

市の関与
の妥当性

事務事業の実施主体

Ⅰ 法令等の定めにより、市が実施主体となる事業

ⅡⅡ 法令等の定めはないが、公共性や公益性の観点から市が実施主体となる事業

Ⅲ 企業や市民団体等が実施主体となり、市が補完的な役割を行う事業
Ⅳ

事務事業の性質

Ⅰ 市が保障する市民生活の最低水準に関わる事業
事務事業
の必要性

市民ニーズの動向

Ⅰ 社会情勢の変化により、市民ニーズが増加傾向にあるもの

ⅡⅡ 市民ニーズの動向や利用者の需要に大きな変化がないもの
Ⅲ

ⅠⅡ 市民の生命・財産・権利を守るために必要な事業
Ⅲ 市民生活を豊かにするために実施する特色ある事業
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

社会情勢の変化により、市民ニーズが減少傾向にあるもの
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民ニーズとは直接関連しないもの

医師確保対策事業



令和元年度　事務事業評価表 〈令和２年度 評価実施〉 千歳市

◎基本情報

◎事業概要（ＰＬＡＮ）

◎実施結果（ＤＯ） 令和２年度は見込値

↓　活動単位当たりのコスト算出指標（１つ選択）

1

○ 2

3

千円

100.0 ％

活動単位当たりのコスト （H/活動実績） （J） - 115.5 938.0

人件費率 （F/H） （Ｉ） - 90.2

人

総事業費 （B+F） （H） - 693 938 千円

職員数（関与割合） （G） - 0.09 0.13

人件費 （F） - 625 938

0

一般財源 （E） - 0 0

その他 （D） - 68 0

0 2

千円

事業費　決算 （C+D+E） （B） - 68 0

公営企業 事業費　予算 （A） - 68

財
源
内
訳

国道支出金 （C） - 0

34

％

予算事業名称 コスト分析 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

計算式
指標の説明

目標達成率（実績／目標） - 97.4 97.2

1 1 回

成果
指標

対象に
どのような
効果が
あったか
示す指標

　
本来の
指標 医療従事者の定着率上昇

目標 - 35

活動
指標

実施した
事業の
活動量を
示す指標

他の自治体病院との情報共有 実績 - 1

35 35

人○
代替
指標 医師数（10/1現在）

実績 - 36

1 回

働き方改革に関する研修会・説明会への参
加

実績 - 6 1 1 回

関係行政機関との情報交換 実績 - 1 1

指標名
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

事業
内容

目的を達成するた
め、手段としてどのよ
うな活動を行っている
のか

・平成31年4月1日施行の「働き方改革関連法」の内容を把握し、対応する。
・特に医師について、厚生労働省が設置する「医師の働き方改革に関する検
討会」の検討内容を注視し、今後の働き方について検討する。

事業
目的

<対象>
誰（何）を対象にして
いるか

医療従事者

細事業

働き方改革推進事業

<意図>
対象をどのような状態
にしたい（目指す）
のか

医療従事者の定着化

（総合代表） 0123-24-3000 内線 8300

評価者 総務課長　小島　一則 （直通番号） ※※

実施根拠 実施の根拠法令・条例等の名称 法令（義務） 働き方改革関連法

事業担当 病院事務局総務課総務係 連
絡
先

e-mail kazunori.kojima@city.chitose.lg.jp

電話番号

第６期総合計画
への位置付け

まちづくりの基本目標 展開方針 施　　策

あったかみのある地域福祉のまち 医療の充実 地域基幹病院としての医療体制の充実

事業番号 103125

事業名 働き方改革推進業務
事業期間 Ｈ30～終期なし

事業の種類 自主事業

働き方改革推進業務



◎項目別評価（ＣＨＥＣＫ）

◎今後の方向性（ＡＣＴＩＯＮ）

◎二次評価

◎関連

市長公約

二次評価
コメント

※この欄は、評価委員会による二次評価欄なので、担当課では記載しないでください。

実施計画
重点施策

今後の
方向性

１. 現状のまま継続 ２. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了

　―１. 拡大 ―２. 縮小 ―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

今後の
改善案等

実施予定時期 改善の対象となる項目（細事業等）

・改善（または休止・廃止）
する理由は何か
・どのように改善するのか

―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

↓「現状のまま継続」の場合は、本事業により得られる事業効果を以下の欄に記入してください。

事業効果
医師の適正な労働時間を確保することにより、医療機関として質の高い医療の提供が可能となり、医師の定着や増員にも良い
影響があると考える。

↓「見直して継続」・「休止・廃止」の場合は以下の欄に記入してください。

前年の
二次評価
コメント

改善
内容
→

総合評価
現状と
課題

医師の時間外労働時間の規制が開始される2024年に向け、規制の範囲内である年間960時間以内を遵守する。それには、
現状の時間外労働時間の確保が必要であり、診療科における医師の欠員が発生しないよう必要な医師を確保していく。

今後の
方向性

1. 現状のまま継続 2. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了
1

　―１. 拡大 ―２. 縮小

C評点の場
合、その理
由・原因

手段の
妥当性

事業目的を達成するために
実施している細事業につい
て、類似事業はないか

A 類似事業はない又は人件費事業である

AB 類似事業を含むが、統合・移管するには十分検証する必要がある

C 類似事業を含み、部分的に統合・移管が可能である

D 統合・移管すべき事業を含む

当年度からの新規事業

有効性
事業目的を達成できている
か（目標達成率）

A 95％以上達成できている

AB 70から95％達成できている

C 70％未満の達成率である

効率性
作業手順の見直しにより、
業務改善が図られているか
（活動単位当たりのコスト）

A コストは削減傾向にある

BB コストに大きな変動はない

C コストは増加傾向にある

－

－ 目標達成率が算出できない

BB 事業費に大きな変動はない

C 事業費は増加傾向にある

－ 当年度からの新規事業

特定の個人又は集団に提供されるが、選択可能なもの
Ⅴ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

経済性
実施方法の変更などにより
事業費の削減が図られてい
るか(総事業費）

A 事業費は削減傾向にある

企業や市民団体等による実施が妥当な事業

対象者の範囲

Ⅰ 大多数の市民に提供され、市民生活に必要不可欠なもの

Ⅴ
Ⅱ 大多数の市民に提供されるが、選択可能なもの
Ⅲ 特定の個人又は集団に提供され、市民生活に必要不可欠なもの
Ⅳ

市の関与
の妥当性

事務事業の実施主体

Ⅰ 法令等の定めにより、市が実施主体となる事業

ⅠⅡ 法令等の定めはないが、公共性や公益性の観点から市が実施主体となる事業

Ⅲ 企業や市民団体等が実施主体となり、市が補完的な役割を行う事業
Ⅳ

事務事業の性質

Ⅰ 市が保障する市民生活の最低水準に関わる事業
事務事業
の必要性

市民ニーズの動向

Ⅰ 社会情勢の変化により、市民ニーズが増加傾向にあるもの

ⅣⅡ 市民ニーズの動向や利用者の需要に大きな変化がないもの
Ⅲ

ⅡⅡ 市民の生命・財産・権利を守るために必要な事業
Ⅲ 市民生活を豊かにするために実施する特色ある事業
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

社会情勢の変化により、市民ニーズが減少傾向にあるもの
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民ニーズとは直接関連しないもの

働き方改革推進業務


